
「時代に即した国勢調査の 
実施手法の在り方」 

平成26年11月14日 
行政改革推進本部事務局 
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調査員 
32.3% 

郵送 
57.4% 

インター

ネット（東京

都のみ） 
1.0% 

持参 
0.5% 

その他 
8.8% 

調査票の提出方法別割合（全国平均） 
20歳未満 

0.1% 

20～29歳 
3.2% 

30～39歳 
9.0% 

40～49歳 
13.1% 

50～59歳 
18.6% 60～69歳 

36.8% 

70歳以上 
19.3% 

調査員の年齢別選考状況（全国平均） 

前回（平成22年）国勢調査に関するデータ 出典：総務省統計局ＨＰ（「平成22年国勢調査の実施状況」（平成
27年国勢調査の企画に関する検討会（第２回）配布資料）平成23
年11月18日） 

年齢階層別インターネット利用率 出典：総務省ＨＰ（「平成25年通信利用動向調査の結果（平成26
年6月27日）」） 

全体 ６～ 
１２歳 

１３～ 
１９歳 

２０～ 
２９歳 

３０～ 
３９歳 

４０～ 
４９歳 

５０～ 
５９歳 

６０～ 
６４歳 

６５～ 
６９歳 

７０～ 
７９歳 

８０歳以
上 

平成23年末
(n=41,900) 

79.1 61.6 96.4 97.7 95.8 94.9 86.1 73.9 60.9 42.6 14.3 

平成24年末
(n=49,563) 

79.5  69.0 97.2 97.2 95.3 94.9 85.4 71.8 62.7 48.7 25.7 

平成25年末
(n=38,144) 

82.8  73.3 97.9 98.5 97.4 96.6 91.4 76.6 68.9 48.9 22.3 

※その他 
不在等の理由
で、調査票を回
収できなかった
世帯について、
調査員が近隣の
者等から聞き取
り調査を行ったも
の。 

50歳以上の

調査員が
75%を占める 



諸外国における国勢調査の配布方法 

社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の概要 
 
●マイナンバーは、 
行政を効率化（情報の照合や入力などの労力・時間の削減と正確化）し、 
国民の利便性を高め（添付書類の削減等、手続きの簡素化や情報の確認・提供などのサービ
ス）、 
公平・公正な社会を実現（脱税や不正受給の防止、本当に困っている人へのきめ細やかな対応）
する社会基盤。 
●マイナンバーの「通知カード」は平成27年10月以降、市町村から住民票を基にして送付が行わ
れ、平成28年１月から個人番号カードの交付を開始予定。 
【利用分野（法律で定められたもののみ）】 
①社会保障（年金、労働、福祉・医療その他）、②税（確定申告等）、③災害対策 
上記の他、社会保障、地方税、防災に関する事務その他これらに類する事務であって地方公共団体が条例で定
める事務に利用。 
 

アメリカ 
配布：郵送 
提出：郵送 
 
・住所リストに基づ
き調査票を郵送 
・郵送できないエリ
アにつき調査員が
配布 

カナダ 
配布：郵送 
提出：オンライン
(54.4%)と郵送 
 
・８割の世帯に郵
送（アクセスコード
か調査票） 
・２割の世帯（遠隔
地など）には調査
員が直接訪問 

イギリス 
配布：郵送 
提出：オンライン、郵
送、調査員 
 
・リストに基づき調査
票を郵送（約95％） 
・把握が難しい５％
につき調査員配布 
 

オーストラリア 
配布：調査員訪問 
提出：オンライン
(30%)、郵送、調査員 
 
・調査員が訪問し、
調査票等を配布。 

ドイツ 
（※住宅センサス） 
配布：郵送 
提出：郵送、オン
ライン 
 
・約1750万の住宅

所有者に調査票
を郵送 
 

出典：総務省統計局ＨＰ（「諸外国の国勢調査の状況（2010年ラウン
ド）（未定稿）」（平成27年国勢調査の企画に関する検討会（第２回）
配布資料）平成23年11月18日） 

出典：社会保障・税番号制度ＨＰ（「マイナンバー広
報資料（全体版）」、「番号制度の概要」） 
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す
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事
業
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検
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目
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事

項

目的・予算の

状況
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広

く
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民
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ー
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、
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先
度
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高
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事
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あ
る

か
。

・
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経
済
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実

態
を
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握

す
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調
査
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共
団

体
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切
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営
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業
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適

切
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意
思

決
定

を
図

る
た

め
に
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。
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国
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事
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自

治
体
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は
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を
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資金の流れ、費目・

使途
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出
先
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選

定
は

妥
当

か
。
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争

性
が

確
保

さ
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て
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る
か

。
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支

出
先

は
、

事
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を
委

託
し

て
い

る
都

道
府
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市

町
村

で
あ

る
。

ま
た

一
部

は
民

間
委

託
し

て
い

る
が

、
一

般
競

争
入

札
に

よ
り

競
争

性
を

確
保

し
た

上
で

契
約

。

・
資

金
の

流
れ

は
、

国
か

ら
都

道
府

県
、

都
道

府
県

か
ら

市
町

村
で

あ
り

、
国

か
ら

交
付

さ
れ

る
都

道
府

県
・
市

町
村

へ
の

経
費

は
、

事
業

目
的

に
必

要
な

経
費

し
か

使
用

で
き

な
い

こ
と

と
な

っ
て

い
る

。

 

-
単

位
あ

た
り

コ
ス

ト
の

削
減

に
努

め
て

い
る

か
。

そ
の

水
準

は
妥

当
か

。

-
受

益
者

と
の

負
担

関
係

は
妥

当
で

あ
る

か
。

○
資

金
の

流
れ

の
中

間
段

階
で

の
支

出
は

合
理

的
な

も
の

と
な

っ
て

い
る

か
。

○
費

目
・
使

途
が

事
業

目
的

に
即

し
真

に
必

要
な

も
の

に
限

定
さ

れ
て

い
る

か
。

活動実績、成果実績

○
他

の
手

段
と

比
較

し
て

実
効

性
の

高
い

手
段

と
な

っ
て

い
る

か
。

・
　

我
が

国
の

重
要

な
経

済
対

策
等

の
判

断
材

料
と

し
て

利
用

さ
れ

て
い

る
基

本
的

な
統

計
は

，
極

め
て

高
い

精
度

の
確

保
と

迅
速

な
結

果
の

提
供

を
図

る
こ

と
が

不
可

欠
。

そ
の

た
め

に
は

，
使

命
感

の
強

い
優

秀
な

調
査

員
を

非
常

勤
の

公
務

員
と

し
て

選
任

し
，

対
象

と
な

る
世

帯
や

事
業

所
に

個
別

に
訪

問
・
説

明
し

，
理

解
を

得
る

と
い

う
現

行
方

法
が

有
効

で
あ

る
。

・
　

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
に

つ
い

て
は

、
回

答
方

法
の

多
様

性
を

措
置

す
る

一
方

で
、

調
査

の
規

模
や

地
方

事
務

の
複

雑
化

等
を

考
慮

し
、

導
入

可
能

な
範

囲
か

ら
実

施
す

る
こ

と
と

し
て

い
る

。
な

お
、

平
成

2
2
年

国
勢

調
査

に
お

い
て

は
、

将
来

の
全

国
展

開
を

見
据

え
、

東
京

都
に

お
い

て
導

入
し

た
と

こ
ろ

。
・
調

査
さ

れ
た

結
果

は
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

等
を

通
じ

て
速

や
か

に
提

供
さ

れ
、

、
国

・
地

方
公

共
団

体
に

お
け

る
適

切
な

行
政

運
営

や
国

民
・
事

業
者

の
適

切
な

意
思

決
定

等
に

活
用

さ
れ

て
い

る
。

○
適

切
な

成
果

目
標

を
立

て
、

そ
の

達
成

度
は

着
実

に
向

上
し

て
い

る
か

。

○
活

動
実

績
は

見
込

み
に

見
合

っ
た

も
の

で
あ

る
か

。

○
類

似
の

事
業

が
あ

る
場

合
、

他
部

局
・他

府
省

等
と

適
切

な
役

割
分

担
と

な
っ

て
い

る
か

。

○
整

備
さ

れ
た

施
設

や
成

果
物

は
十

分
に

活
用

さ
れ

て
い

る
か

。

点検結果

・
　

我
が

国
の

社
会

・
経

済
の

構
造

的
状

況
や

地
域

別
の

状
況

を
詳

細
に

把
握

す
る

周
期

調
査

に
つ

い
て

は
、

比
較

的
大

規
模

な
調

査
を

確
実

に
実

施
し

、
正

確
な

統
計

を
適

時
的

確
に

公
表

・
提

供
し

て
い

る
。

さ
ら

に
そ

の
結

果
は

、
国

・
地

方
公

共
団

体
に

お
け

る
適

切
な

行
政

運
営

や
国

民
・
事

業
者

の
適

切
な

意
思

決
定

等
に

活
用

さ
れ

て
い

る
。

・
　

平
成

2
2
年

国
勢

調
査

に
お

い
て

は
、

事
業

仕
分

け
の

評
価

結
果

等
を

踏
ま

え
、

人
件

費
〈
調

査
員

等
手

当
〉
を

除
く
経

費
の

1
0
%
以

上
の

縮
減

を
図

り
、

効
率

的
な

調
査

の
実

施
に

努
め

た
と

こ
ろ

。

・
こ

の
よ

う
に

、
当

該
事

業
の

成
果

は
十

分
な

も
の

で
あ

り
、

今
後

も
必

要
不

可
欠

な
も

の
で

あ
る

。

予
算

監
視

・
効

率
化

チ
ー

ム
の

所
見

一部改善

さ
ら

な
る

経
費

の
効

率
化

を
図

る
べ

き
。

上
記

の
予

算
監

視
・
効

率
化

チ
ー

ム
の

所
見

を
踏

ま
え

た
改

善
点

（
概

算
要

求
に

お
け

る
反

映
状

況
等

）

（
物

価
統

計
の

見
直

し
）

　
・
物

価
統

計
調

査
に

つ
い

て
は

、
小

売
物

価
統

計
調

査
（
消

費
者

物
価

指
数

）
に

お
い

て
毎

月
の

物
価

動
向

を
把

握
し

、
ま

た
、

５
年

周
期

で
実

施
し

て
い

る
全

国
物

価
統

計
調

査
に

よ
り

物
価

の
地

域
差

等
の

構
造

面
を

把
握

し
て

い
た

。
平

成
2
4
年

に
実

施
予

定
で

あ
っ

た
全

国
物

価
統

計
調

査
は

、
物

価
統

計
全

体
で

の
経

費
の

効
率

化
及

び
物

価
統

計
の

充
実

双
方

の
観

点
か

ら
、

実
施

内
容

を
重

点
化

す
る

と
と

も
に

規
模

を
大

幅
に

縮
小

し
、

小
売

物
価

統
計

調
査

「
構

造
編

」
と

し
て

平
成

2
5
年

１
月

以
降

、
毎

月
実

施
す

る
こ

と
と

し
た

。
こ

れ
に

よ
り

、
物

価
統

計
全

体
（
経

常
と

周
期

）
の

2
4
年

度
要

求
額

を
約

3
.3

億
円

圧
縮

。
（
調

査
方

法
の

改
善

）
　

・
平

成
2
4
年

就
業

構
造

基
本

調
査

に
お

い
て

は
、

従
来

の
調

査
員

方
式

に
加

え
、

オ
ン

ラ
イ

ン
回

答
方

式
を

導
入

し
、

調
査

員
事

務
の

軽
減

な
ど

に
よ

り
、

経
費

の
効

率
化

を
図

る
こ

と
と

し
た

。

補
記

　
（
過

去
に

事
業

仕
分

け
・
公

開
プ

ロ
セ

ス
等

の
対

象
と

な
っ

て
い

る
場

合
は

そ
の

結
果

も
記

載
）

○
事

業
仕

分
け

第
１

弾
（
事

業
番

号
）
：
１

－
3
4
 （

事
業

名
）
：
国

勢
調

査
の

実
施

（
Ｗ

Ｇ
の

評
価

結
果

）
：
予

算
要

求
の

縮
減

（
5
％

～
1
0
％

程
度

を
縮

減
）

（
と

り
ま

と
め

コ
メ

ン
ト

）
：
国

勢
調

査
の

よ
う

な
統

計
が

不
要

と
い

う
意

見
は

一
切

な
い

が
、

真
に

実
効

あ
る

も
の

と
す

る
必

要
が

あ
る

。
今

回
、

5
 年

前
よ

り
も

厳
し

い
環

境
の

中
で

回
収

率
を

上
げ

る
こ

と
、

こ
れ

を
地

方
自

治
体

の
方

が
担

う
こ

と
も

勘
案

す
る

必
要

が
あ

る
。

　
7
0
0
 億

円
と

い
う

大
き

な
金

額
で

調
査

を
行

う
こ

と
に

つ
い

て
の

国
民

の
理

解
が

い
ま

だ
不

十
分

で
あ

り
、

そ
の

意
味

を
問

い
直

す
た

め
に

も
一

旦
予

算
計

上
を

見
送

る
べ

き
と

の
意

見
も

あ
っ

た
。

　
広

報
経

費
の

見
直

し
を

求
め

る
意

見
も

多
く
、

当
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

と
し

て
は

、
予

算
要

求
の

縮
減

（
5
％

～
1
0
％

）
を

結
論

と
す

る
。

○
平

成
２

２
年

度
公

開
プ

ロ
セ

ス
（
レ

ビ
ュ

ー
シ

ー
ト

番
号

）
：
0
1
5
8
 （

事
業

名
）
：
統

計
調

査
の

実
施

等
（
周

期
調

査
）

（
結

果
）
：
更

な
る

見
直

し
（
コ

ス
ト

構
造

の
分

析
、

大
幅

な
オ

ン
ラ

イ
ン

化
）

（
と

り
ま

と
め

コ
メ

ン
ト

）
：
基

幹
統

計
は

国
に

と
っ

て
必

要
と

い
う

の
は

わ
か

る
が

、
も

っ
と

コ
ス

ト
を

下
げ

る
こ

と
が

で
き

る
の

で
は

な
い

か
、

民
間

に
委

託
し

た
方

が
効

率
的

に
で

き
る

の
で

は
な

い
か

と
い

う
こ

と
を

私
ど

も
も

議
論

を
し

て
ま

い
り

ま
し

た
。

も
う

一
度

、
コ

ス
ト

構
造

の
分

析
を

す
る

、
そ

し
て

大
幅

な
オ

ン
ラ

イ
ン

化
を

含
め

て
、

是
非

来
年

度
予

算
の

中
で

は
実

現
を

し
て

い
き

た
い

。
ま

た
今

年
度

、
こ

れ
か

ら
行

う
も

の
の

中
で

も
取

り
組

ん
で

ま
い

り
た

い



資
金

の
流

れ
(資

金
の

受
け

取
り

先
が

何
を

行
っ

て
い

る
か

に
つ

い
て

補
足

す
る

)
(単

位
:百

万
円

)

総
務

省
 

 
63

,9
64

百
万

円
 

調
査
の
企
画
，
調
査
に
用
い
る
書
類
・

用
品
の
作
成
，
結
果
の
公
表

 

【
法
定
受
託
事
務
】

 

Ａ
 

都
道

府
県

（
４

７
） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5
6
,4

2
3百

万
円

 
 市
町
村
説
明
会
の
実
施
，
調
査
票

の
審
査
，
国
へ
の
調
査
票
の
提
出

等
 

Ｂ
 

市
区

町
村

（
1
9
21

）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
5
3
,9

1
0
百

万
円

 

【
法
定
受
託
事
務
】

 

調
査
員
へ
の
指
導
，
調
査
票
の
審

査
，
都
道
府
県
へ
の
調
査
票
提
出

等
 

Ｃ
 

民
間

企
業

等
（
３

０
８

） 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

7
,5

4
3
百

万
円

 

【
一
般
競
争
入
札
等
】

 

調
査
関
係
書
類
・
用
品
の
調
達
・
作

成
、
報
告
書
の
作
成
等

 



費
目

・
使

途
（
「
資

金
の

流
れ

」
に

お
い

て
ブ

ロ
ッ

ク
ご

と
に

最
大

の
金

額
が

支
出

さ
れ

て
い

る
者

に
つ

い
て

記
載

す
る

。
費

目
と

使
途

の
双

方
で

実
情

が
分

か
る

よ
う

に
記

載
）

A
.都

道
府

県
（
東

京
都

）
E
.

費
　

目
使

　
途

金
　

額
(百

万
円

）
費

　
目

使
　

途
金

　
額

(百
万

円
）

市
町

村
委

託
費

統
計

調
査

員
報

酬
、

市
町

村
事

務
費

等
6
,3

4
6

そ
の

他
事

務
用

消
耗

品
費

、
電

話
料

、
郵

送
料

等
2
3
3

人
件

費
統

計
調

査
員

報
酬

、
事

務
補

助
要

員
等

3
5

旅
費

調
査

員
交

通
費

、
各

種
会

議
出

席
旅

費
9

報
償

費
記

入
者

報
償

、
調

査
協

力
謝

金
0
.2

計
6
,6

2
2

計
0

B
.市

町
村

（
東

京
都

世
田

谷
区

）
F
.

費
　

目
使

　
途

金
　

額
(百

万
円

）
費

　
目

使
　

途
金

　
額

(百
万

円
）

人
件

費
統

計
調

査
員

報
酬

3
2
7

そ
の

他
一

般
事

務
費

（
消

耗
品

費
、

事
務

補
助

要
員

、
電

話
料

、
郵

送
料

等
）

6
1

交
通

費
統

計
調

査
員

交
通

費
5

計
3
9
3

計
0

C
.郵

便
事

業
（
株

）
G

.

費
　

目
使

　
途

金
　

額
(百

万
円

）
費

　
目

使
　

途
金

　
額

(百
万

円
）

そ
の

他
国

勢
調

査
調

査
票

の
郵

便
料

2
,8

2
7

計
2
,8

2
7

計
0

D
.

H
.

費
　

目
使

　
途

金
　

額
(百

万
円

）
費

　
目

使
　

途
金

　
額

(百
万

円
）

計
0

計
0



支
出

先
上

位
１

０
者

リ
ス

ト
A

.都
道

府
県

支
　

出
　

先
業

　
務

　
概

　
要

支
　

出
　

額
（
百

万
円

）
入

札
者

数
落

札
率

1
東

京
都

市
町

村
説

明
会

の
実

施
，

調
査

票
の

審
査

，
国

へ
の

調
査

票
の

提
出

等
6
,6

2
2

2
大

阪
府

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〃
4
,2

4
1

3
神

奈
川

県
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〃

4
,0

5
7

4
愛

知
県

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〃
3
,0

7
2

5
北

海
道

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〃
2
,9

2
6

6
埼

玉
県

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〃
2
,8

6
0

7
千

葉
県

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〃
2
,6

1
1

福
岡

県
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〃

2
,2

5
6

8
兵

庫
県

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〃
2
,3

4
1

1
0

静
岡

県
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〃

1
,4

3
4

9



支
出

先
上

位
１

０
者

リ
ス

ト
B

.市
区

町
村

1
0

葛
飾

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〃

1
9
9

9
江

東
区

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〃
2
3
1

8
板

橋
区

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〃
2
5
4

7
杉

並
区

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〃
2
6
9

6
八

王
子

市
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〃

2
7
1

5
足

立
区

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〃
2
8
7

4
江

戸
川

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
〃

2
8
7

3
大

田
区

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〃
2
9
8

2
練

馬
区

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

〃
3
4
5

1
世

田
谷

区
調

査
員

へ
の

指
導

，
調

査
票

の
審

査
，

都
道

府
県

へ
の

調
査

票
提

出
等

3
9
3

支
　

出
　

先
業

　
務

　
概

　
要

支
　

出
　

額
（
百

万
円

）
入

札
者

数
落

札
率



支
出

先
上

位
１

０
者

リ
ス

ト
C

.1
0

ク
ニ

メ
デ

ィ
ア

（
株

）
2

9
8
.8

%

国
勢

調
査

　
調

査
用

品
（
調

査
書

類
入

れ
（
手

提
げ

袋
）
）
の

製
造

【
一

般
競

争
】

国
勢

調
査

　
調

査
用

品
（
調

査
書

類
整

理
用

封
筒

）
の

購
入

【
一

般
競

争
（
複

数
落

札
入

札
制

度
）
】

国
勢

調
査
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統 計 調 査 実 施 状 況 一 覧 表＜周期調査＞

都道府県 約127,176,000人

～

市区町村 約50,895,500世帯

　

都道府県

～ 約57,400世帯

市区町村

都道府県

～
約130,000店舗

市区町村
（国直轄）

約3,000店舗

民営

都道府県
約7,415,300客体

～ 国     約10,500客体

市区町村
地方

  約178,000客体

※ 調査員は、非常勤の公務員として任用し、手当は所定の稼働分のみを支給。

約2,800

調　査　の　目　的

国内の人口の実態を把握し、各種行政
施策その他の基礎資料を得る

我が国における住宅及び住宅以外で人
が居住する建物並びにこれらに居住し
ている世帯に関する実態及び住宅・土
地の所有・利用状況等に関する実態を
調査し，住宅・土地関連諸施策の基礎
資料を得る

国民の就業及び丌就業の状態を調査
し、全国及び地域別の就業構造に関す
る基礎資料を得る

国民生活における家計収支の実態を調
査し，生活水準，消費構造及び所得分
布等を把握

商品の販売価格やサービス料金の価格
差の実態を把握し、物価構造に関する
基礎資料を得る

国民の消費生活上主要な財・サービスの小売価格，料
金や店舗に関する事項

調査機関
の 系 統

約83,400

調査員数
※

経 済 セ ン サ ス
- 基 礎 調 査

約83,500

【企業】経営組織，資本金，企業全体の従業者数，企
業の経済活動，親子関係等に関する事項
【事業所】名称・所在地，本・支の別，従業者数，経
済活動，開設時期等に関する事項

社 会 生 活
基 本 調 査

都道府県

全 国 物 価
統 計 調 査

5年

・国、都道府県、市区町村における経済・社会
政策の立案、計画、将来展望、学術研究や企業
活動、企業経営などの基礎資料
・事業所・企業を対象とする各種統計調査精度
向上及び重複排除のための母集団情報の拡充

約8,400

約706,000

約475,600世帯

5年

国民が仕事や家事などに費やす生活時
間の配分及びスポーツ、趣味・娯楽、
学習・研究、ボランティア活動、その
他国民の社会生活における主な活動
等、国民の社会生活の実態を明らかに
し各種行政施策の基礎資料を得る

約3,543,900世帯

氏名，男女の別，出生の年月，世帯主との続柄，配偶
の関係，国籍，就業状態，事業所の名称及び事業の種
類，仕事の種類，従業上の地位，従業地又は通学地ま
での利用交通手段，世帯の種類，住居の種類等の基本
的事項

平常の就業，就業状態，就業の内容，所得，就業意
識，就業異動，住居移動など就業の構造と流動とに関
する事項

〃

約125,600世帯
（約306,400人）

5年
事業所の産業、従業者数、企業の経営
組織、産業、従業者数、支所数など事
業所及び企業の活動の基本に係る事項
を把握し、各種統計調査実施のための
母集団名簿を得るとともに、我が国に
おける事業所及び企業の産業、従業者
規模等の基本的な構造を明らかにする

主な結果の利用
調査
周期

調 査 対 象調　　査　　事　　項

住宅の構造，規模，設備，居住世帯，敷地，現住居及
び現住居の敷地以外に所有する住宅・土地，環境等に
関する事項

・仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン
ス）の実現度を計るための基礎資料
・子育て支援など少子化対策のための基礎資料
・高齢者介護に関する施策のための基礎資料
・男女共同参画社会を醸成する施策の基礎資料
・地域コミュニティ活動、ボランティア活動の
推進のための基礎資料

調　査　名

・地域手当（人事院）や生活保護費（厚生労働
省）の地域調整
・業態や立地環境など店舗の属性の違いによる
価格差の分析
・通信販売、割引・特典サービス等顧客の差別
化による販売形態の実態と価格への影響分析
・消費者物価指数（CPI）の検討

・中長期にわたる経済計画及び雇用基本計画
（高齢者の雇用環境及び女性の社会進出に伴う
労働環境の整備など）の策定
・労働需給調整（年齢・職業能力のミスマッチ
解消など）の検討
・若年無業者や若年非正規雇用者に関する施策
の検討
・国民経済計算における国民所得推計

〃 約30,000

国 勢 調 査

全 国 消 費
実 態 調 査

収入，支出，年間収入，主要耐久消費財の所有数量と
取得時期，世帯員の構成及び就業状況等に関する事項

住 宅 ・ 土 地
統 計 調 査

5年

約5,000

就 業 構 造
基 本 調 査

5年

国民の生活時間の配分及びｽﾎﾟｰﾂ，趣味・娯楽，ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ・電子機器の利用，学習・研究，ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動その
他国民の社会生活における主な活動に関する事項

・衆議院議員の小選挙区の画定基準
・都道府県・市町村議会の議員定数の決定
・地方交付税の算定基準
・首都圏直下型地震の被害想定結果の試算

　 5年

・「住生活基本計画」の成果指標
・宅地の需要・供給の分析
・移動世帯の居住状況の分析
・OECDによる購買力平価の作成に必要となる借
家家賃及び持ち家の帰属家賃の算出

経済及び社会問題等に関する諸施策の立案及び
実績評価の基礎資料

5年

西暦年 

末尾が

0,5 の年 

西暦年 

末尾が

3,8 の年 

西暦年 

末尾が

2,7の年 

西暦年 

末尾が

西暦年 

末尾が

2,7の年 

西暦年 

末尾が

1,6 の年 

西暦年 

末尾が

4,9の年 
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